
 

「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原

子力損害の範囲の判定等に関する中間指針追補（自主的避難等

に係る損害について）」 

 

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 ６ 日 

原 子 力 損 害 賠 償 紛 争 審 査 会 

 

第１ はじめに  

 

１  自主的避難等の現状等 

原子力損害賠償紛争審査会（以下「本審査会」という。）

は、平成２３年８月５日に決定・公表した「東京電力株式会

社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損害の範囲

の判定等に関する中間指針」（以下「中間指針」という。）

において、政府による避難等の指示等（以下「避難指示等」

という。）に係る損害の範囲に関する考え方を示したが、そ

の際、避難指示等に基づかずに行った避難（以下「自主的避

難」という。）に係る損害については、引き続き検討するこ

ととした。 

   本審査会において、関係者へのヒアリングを含めて調査・

検討を行った結果、中間指針第３の避難指示等の対象区域（以

下「避難指示等対象区域」という。）の周辺地域では自主的

避難をした者が相当数存在していることが確認された。 

自主的避難に至った主な類型としては、①東京電力株式会

社福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所における

事故（以下「本件事故」という。）発生当初の時期に、自ら

の置かれている状況について十分な情報がない中で、東京電

力株式会社福島第一原子力発電所の原子炉建屋において水素

爆発が発生したことなどから、大量の放射性物質の放出によ

る放射線被曝への恐怖や不安を抱き、その危険を回避しよう

と考えて避難を選択した場合、及び②本件事故発生からしば

らく経過した後、生活圏内の空間放射線量や放射線被曝によ

る影響等に関する情報がある程度入手できるようになった状
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況下で、放射線被曝への恐怖や不安を抱き、その危険を回避

しようと考えて避難を選択した場合が考えられる。 

  同時に、当該地域の住民は、そのほとんどが自主的避難を

せずにそれまでの住居に滞在し続けており、これら避難をし

なかった者が抱き続けたであろう上記の恐怖や不安も無視す

ることはできないと考えられる（以下、当該地域の住民によ

る自主的避難と滞在を併せて「自主的避難等」という。）。 

 

２  基本的考え方 

  上記の自主的避難等の現状を踏まえて、この度の中間指針

の追補（以下「中間指針追補」という。）においては、中間

指 針 の 対 象 と な っ た 避 難 指 示 等 に 係 る 損 害 以 外 の 損 害 と し

て、自主的避難等に係る損害について示すこととする。 

  本件事故と自主的避難等に係る損害との相当因果関係の有

無は、最終的には個々の事案毎に判断すべきものであるが、

中間指針追補では、本件事故に係る損害賠償の紛争解決を促

すため、賠償が認められるべき一定の範囲を示すこととする。 

  なお、中間指針追補で対象とされなかったものが直ちに賠

償の対象とならないというものではなく、個別具体的な事情

に応じて相当因果関係のある損害と認められることがあり得

る。 

 

 

第２ 自主的避難等に係る損害について  

 

［自主的避難等対象区域］ 

 

下 記 の 福 島 県 内 の 市 町 村 の う ち 避 難 指 示 等 対 象 区 域 を 除

く区域（以下「自主的避難等対象区域」という。）とする。 

 

（県北地域） 

福島市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川

俣町、大玉村 
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（県中地域） 

郡山市、須賀川市、田村市、鏡石町、天栄村、石川町、玉

川村、平田村、浅川町、古殿町、三春町、小野町 

（相双地域） 

相馬市、新地町 

（いわき地域） 

いわき市 

 

（備考） 

１）前記第１（はじめに）の１で示したように、本件事故を

受 け て 自 主 的 避 難 に 至 っ た 主 な 類 型 は ２ 種 類 考 え ら れ る

が、いずれの場合もこのような恐怖や不安は、東京電力株

式 会 社 福 島 第 一 原 子 力 発 電 所 の 状 況 が 安 定 し て い な い 等

の状況下で、同発電所からの距離、避難指示等対象区域と

の近接性、政府や地方公共団体から公表された放射線量に

関 す る 情 報 、 自 己 の 居 住 す る 市 町 村 の 自 主 的 避 難 の 状 況

（自主的避難者の多寡など）等の要素が複合的に関連して

生じたと考えられる。以上の要素を総合的に勘案すると、

少 な く と も 中 間 指 針 追 補 の 対 象 と な る 自 主 的 避 難 等 対 象

区域においては、住民が放射線被曝への相当程度の恐怖や

不安を抱いたことには相当の理由があり、また、その危険

を 回 避 す る た め に 自 主 的 避 難 を 行 っ た こ と に つ い て も や

むを得ない面がある。 

２）自主的避難等の事情は個別に異なり、損害の内容も多様

であると考えられるが、中間指針追補では、下記の［対象

者］に対し公平に賠償すること、及び可能な限り広くかつ

早期に救済するとの観点から、一定の自主的避難等対象区

域を設定した上で、同対象区域に居住していた者に少なく

とも共通に生じた損害を示すこととする。 

３）上記自主的避難等対象区域以外の地域についても、下記

の［対象者］に掲げる場合には賠償の対象と認められ、さ

らに、それ以外の場合においても個別具体的な事情に応じ

て賠償の対象と認められ得る。 
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［対象者］ 

 

 本件事故発生時に自主的避難等対象区域内に生活の本拠と

しての住居（以下「住居」という。）があった者（本件事故

発生後に当該住居から自主的避難を行った場合、本件事故発

生時に自主的避難等対象区域外に居り引き続き同区域外に滞

在した場合、当該住居に滞在を続けた場合等を問わない。以

下「自主的避難等対象者」という。）とする。 

 また、本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があ

った者についても、中間指針第３の［損害項目］の６の精神

的損害の賠償対象とされていない期間並びに子供及び妊婦が

自主的避難等対象区域内に避難して滞在した期間（本件事故

発生当初の時期を除く。）は、自主的避難等対象者の場合に

準じて賠償の対象とする。 

 

（備考） 

１）損害賠償請求権は個々人につき発生するものであるから、

損害の賠償についても、個々人に対してなされるべきであ

る。 

２）本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった

者についても、自主的避難等対象者と同様の損害を被って

いると認められる場合には、同様に賠償の対象とすべきと

考えられる。この場合、中間指針による賠償と重複しない

限 り に お い て 中 間 指 針 追 補 に よ る 賠 償 の 対 象 と す べ き で

あるから、中間指針第３の［損害項目］の６の精神的損害

の賠償対象とされていない期間（例えば、平成２３年４月

２２日の緊急時避難準備区域の指定以降、同区域から避難

せずに滞在した期間や、同区域の指定解除後に帰還した後

の期間）が対象となる。一方、避難指示等対象区域内に居

住していた者が、本件事故に起因して自主的避難等対象区

域内に避難し、同区域内に引き続き長期間滞在した場合、

当 該 避 難 期 間 に つ い て は 中 間 指 針 で 精 神 的 損 害 の 賠 償 対
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象とされているが、これは避難生活等を長期間余儀なくさ

れたことによる精神的損害であり、自主的避難等対象区域

内の住居に滞在し続ける者（以下「滞在者」という。）と

しての精神的損害とは質的に異なる面があるから、中間指

針追補の対象ともすべきである（具体的には、自主的避難

等 対 象 区 域 内 に 避 難 し て 滞 在 し た 子 供 及 び 妊 婦 が 該 当 す

る。後記［損害項目］の（指針）Ⅲ）及び（備考）３）参

照。）。 

３）上記の［対象者］以外の者についても、個別具体的な事

情に応じて賠償の対象と認められ得る。 

 

［損害項目］ 

 

（指針） 

Ⅰ）自主的避難等対象者が受けた損害のうち、以下のものが

一定の範囲で賠償すべき損害と認められる。 

 ①  放射線被曝への恐怖や不安により自主的避難等対象区

域内の住居から自主的避難を行った場合（本件事故発生

時に自主的避難等対象区域外に居り引き続き同区域外に

滞在した場合を含む。以下同じ。）における以下のもの。 

ⅰ）自主的避難によって生じた生活費の増加費用 

ⅱ）自主的避難により、正常な日常生活の維持・継続が

相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛 

ⅲ）避難及び帰宅に要した移動費用 

②  放 射 線 被 曝 へ の 恐 怖 や 不 安 を 抱 き な が ら 自 主 的 避 難

等対象区域内に滞在を続けた場合における以下のもの。 

ⅰ）放射線被曝への恐怖や不安、これに伴う行動の自由

の制限等により、正常な日常生活の維持・継続が相当

程度阻害されたために生じた精神的苦痛  

ⅱ）放射線被曝への恐怖や不安、これに伴う行動の自由

の制限等により生活費が増加した分があれば、その増

加費用 

Ⅱ）Ⅰ）の①のⅰ）ないしⅲ）に係る損害額並びに②のⅰ）
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及びⅱ）に係る損害額については、いずれもこれらを合算

した額を同額として算定するのが、公平かつ合理的な算定

方法と認められる。 

Ⅲ）Ⅱ）の具体的な損害額の算定に当たっては、①自主的避

難等対象者のうち子供及び妊婦については、本件事故発生

か ら 平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月 末 ま で の 損 害 と し て 一 人 ４ ０ 万 円

を目安とし、②その他の自主的避難等対象者については、

本 件 事 故 発 生 当 初 の 時 期 の 損 害 と し て 一 人 ８ 万 円 を 目 安

とする。 

Ⅳ）本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった

者については、賠償すべき損害は自主的避難等対象者の場

合に準じるものとし、具体的な損害額の算定に当たっては

以下のとおりとする。 

 ①  中間指針第３の［損害項目］の６の精神的損害の賠償

対象とされていない期間については、Ⅲ）に定める金額

がⅢ）の①及び②における対象期間に応じた目安である

ことを勘案した金額とする。 

②  子 供 及 び 妊 婦 が 自 主 的 避 難 等 対 象 区 域 内 に 避 難 し て

滞在した期間については、本件事故発生から平成２３年

１ ２ 月 末 ま で の 損 害 と し て 一 人 ２ ０ 万 円 を 目 安 と し つ

つ、これらの者が中間指針追補の対象となる期間に応じ

た金額とする。 

 

（備考） 

１）本件事故に起因して自主的避難等対象区域内の住居から

自主的避難を行った者は、主として自宅以外での生活によ

る 生 活 費 の 増 加 費 用 並 び に 避 難 及 び 帰 宅 に 要 し た 移 動 費

用が生じ、併せてこうした避難生活によって一定の精神的

苦痛を被っていると考えられることから、少なくともこれ

ら に つ い て は 賠 償 す べ き 損 害 と 観 念 す る こ と が 可 能 で あ

る。また、滞在者は、主として放射線被曝への恐怖や不安

や こ れ に 伴 う 行 動 の 自 由 の 制 限 等 を 余 儀 な く さ れ る こ と

による精神的苦痛を被っており、併せてこうした不安等に
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よ っ て 生 活 費 の 増 加 費 用 も 生 じ て い る 場 合 が あ る と 考 え

られることから、少なくともこれらについては賠償すべき

損害と観念することが可能である。 

２）賠償すべき損害額については、自主的避難が、避難指示

等により余儀なくされた避難とは異なることから、これに

係 る 損 害 に つ い て 避 難 指 示 等 の 場 合 と 同 じ 扱 い と す る こ

とは、必ずしも公平かつ合理的ではない。 

  一方、自主的避難者と滞在者とでは、現実に被った精神

的 苦 痛 の 内 容 及 び 程 度 並 び に 現 実 に 負 担 し た 費 用 の 内 容

及び額に差があることは否定できないものの、いずれも自

主 的 避 難 等 対 象 区 域 内 の 住 居 に 滞 在 す る こ と に 伴 う 放 射

線 被 曝 へ の 恐 怖 や 不 安 に 起 因 し て 発 生 し た も の で あ る こ

と、当該滞在に伴う精神的苦痛等は自主的避難によって解

消されるのに対し、新たに避難生活に伴う生活費増加等が

生じるという相関関係があること、自主的避難等対象区域

内 の 住 民 の 中 に は 諸 般 の 事 情 に よ り 滞 在 を 余 儀 な く さ れ

た者もいるであろうこと、広範囲に居住する多数の自主的

避難等対象者につき、自主的避難者と滞在者を区別し、個

別 に 自 主 的 避 難 の 有 無 及 び 期 間 等 を 認 定 す る こ と は 実 際

上極めて困難であり、早期の救済が妨げられるおそれがあ

ること等を考慮すれば、自主的避難者か滞在者かの違いに

よ り 金 額 に 差 を 設 け る こ と は 公 平 か つ 合 理 的 と は 言 い 難

い。 

こうした事情を考慮して、精神的損害と生活費の増加費

用等を一括して一定額を算定するとともに、自主的避難者

と 滞 在 者 の 損 害 額 に つ い て は 同 額 と す る こ と が 妥 当 と 判

断した。 

３）自主的避難等対象者の属性との関係については、特に本

件事故発生当初において、大量の放射性物質の放出による

放射線被曝への恐怖や不安を抱くことは、年齢等を問わず

一定の合理性を認めることができる。その後においても、

少なくとも子供及び妊婦の場合は、放射線への感受性が高

い可能性があることが一般に認識されていること等から、
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比 較 的 低 線 量 と は い え 通 常 時 よ り 相 当 程 度 高 い 放 射 線 量

による放射線被曝への恐怖や不安を抱くことについては、

人口移動により推測される自主的避難の実態からも、一定

の合理性を認めることができる。 

   このため、自主的避難等対象者のうち子供及び妊婦につ

いては、本件事故発生から平成２３年１２月末までを、ま

た、その他の自主的避難等対象者については、本件事故発

生当初の時期を、それぞれ賠償の対象期間として算定する

ことが妥当と判断した。なお、平成２４年１月以降に関し

ては、今後、必要に応じて賠償の範囲等について検討する

こととする。 

４）３）の期間の損害額の算定に当たっては、身体的損害を

伴わない慰謝料に関する裁判例等を参考にした上で、精神

的 苦 痛 並 び に 子 供 及 び 妊 婦 の 場 合 の 同 伴 者 や 保 護 者 分 も

含めた生活費の増加費用等について、一定程度勘案するこ

ととした。 

５）本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった

者のうち、子供及び妊婦が自主的避難等対象区域内に避難

して滞在した期間の損害額の算定に当たっては、これらの

者は、避難している期間について既に中間指針第３の［損

害項目］の６の精神的損害の賠償対象とされており、両者

の 損 害 の 内 容 に 一 部 重 複 す る と 考 え ら れ る 部 分 が あ る こ

とを勘案することとした。 

 ６）Ⅰ）ないしⅣ）については、個別具体的な事情に応じて、

こ れ ら 以 外 の 損 害 項 目 が 賠 償 の 対 象 と な る 場 合 や 異 な る

賠償額が算定される場合が認められ得る。 

 

（以上） 


